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※このカレンダーには、決算日等に関係なく全ての会社に共通する期日のみ記載しています。

●８月分の源泉所得税、特別徴収住民税の納付
➡ ９月10日（火）まで

●2019年７月決算法人の確定申告と納付（法人税・消費税など）
★届出により申告期限の延長と見込納付制度あり（消費税を除く）。

➡ 決算応当日（月末決算では2019年９月30日（月））まで

●2020年1月決算法人の中間申告（法人税・消費税など）
➡ 決算応当日（月末決算では2019年９月30日（月））まで

●３か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税
額（国税）が400万円超の法人）のうち2019年10月・
2020年１月・４月決算法人の中間申告と納付
➡ 決算応当日（月末決算では2019年９月30日（月））まで

●１か月ごとに消費税の中間申告をする法人（前年確定消費税
額（国税）の年税額が4,800万円超の法人）のうち６月・７
月決算法人を除く法人の中間申告と納付
➡ 決算応当日（月末決算では2019年９月30日（月））まで

●雇用保険被保険者資格取得届の提出（8月雇入分）
➡ ９月10日（火）まで

●外国人雇用状況届出書の提出（雇用保険の被保険者ではない
外国人の８月雇入・離職分）

➡ ９月30日（月）まで

●健康保険・厚生年金保険の保険料納付（８月分）
➡ ９月30日（月）まで

9 総務・経理のお仕事カレンダー

月の　　 と税務 労務

Column 消費税率引上げによる
各種手当の見直し等

　通勤手当・出張手当を例に消費税率引上げに伴う税務・労務の
注意点を説明します。

［税務上の注意点］
　10月以降分の通勤定期を従業員が９月までに購入する場合、
経過措置により消費税率８%で購入できますが、会社は実額精算
をせず所定の通勤定期代を10%税率で支給すれば10％で課税
仕入れ計算を行います。
　また、消費税率引上げにより通勤手当（定期代）の源泉非課
税限度額の超過の有無を確認する必要があります。

［労務上の注意点］
　通勤手当の増加は固定的賃金の増加になり、支給月から3か月
間の残業等も含めて２等級以上高い標準報酬月額となる場合に
は、月額変更届を提出する必要があります。
　また、消費税率引上げを契機に出張手当の見直しをする場合
は就業規則等の変更も必要となります。

税務

（公認会計士・税理士　井村奨 ／ 特定社会保険労務士　井村佐都美）

●申告、納付期限等の日が土曜日、日曜日、国民の祝日・休日に当たるときは、
　その翌日が納付期限等の日となります。

労務

８月分の源泉所得税等の納付
雇用保険被保険者資格取得届の
提出（８月雇入分）

外国人雇用状況届出書（７月分）
健康保険・厚生年金保険の保険
料納付（７月分）

外国人雇用状況届出書（８月分）
健康保険・厚生年金保険の保険
料納付（８月分）



基本 キ税務基本のキ5分 で読める!

プログラムの修正費用は修繕費？

　会社が所有するソフトウエアについて、プログラムの修正や改良等を行った場合、常に修繕費としてその期の

損金に算入できるわけではありません。その修理や改良の内容によっては、資本的支出として固定資産に計上

（固定資産の取得価額に加算）することになります。

公認会計士・税理士　溝端浩人 ／ 税理士　松本栄喜

■ プログラムの修正・改良等の費用の原則的な取扱い

（注）既存のソフトウエア、購入したパッケージソフトウエア等に大幅な仕様変更をした新たなソフトウエアの製作費用は、取得価額に算入すること
になります。

＊現在の効用を維持するのみの目的で、軽減税率制度の実施等に対してのみに限定してなされていることを作業指図書等で明確にしておく必要があり
ます。

消費税率の引上げや軽減税率制度の実施に対応するために行う

商品の受発注システムや経理システム等のプログラムの修正費用

そのプログラムの修正が消費税率の引上げや軽減税率制度の実施に対して、

現在のソフトウエアの効用を維持するためになされているものに限り＊

修繕費として損金処理

プログラム
の修正・改
良等の費用

機能上の障害の除去や現状の効用の維持等
（バク取り費用やウイルス防止費用等）に
該当するもの

①
修繕費

（損金算入）

資本的支出
（固定資産に計上）

新たな機能の追加、機能の向上等(バージョ
ンアップ費用等)に該当するもの②

● プログラムの修正費用は修繕費か資本的支出か

　令和元年10月１日から消費税率が10％に引き上げられ、同時に軽減税率制度が実施されます。これらの改正

に対応するため、会社は「商品の受発注システム」や「経理システム」等のプログラムの修正が必要になります。

　この修正費用は、そのプログラムの修正が消費税率の引上げや軽減税率制度の実施に対して、現在のソフトウエ

アの効用を維持するためになされているものに限り、修繕費として損金処理することができます（上記①に該当）。

　ただし、そのプログラムの修正が、ソフトウエアの新たな機能の追加や機能の大幅な向上等に該当する場合には、

資本的支出として固定資産に計上することになります（上記②に該当）。

● 消費税法改正に伴うプログラムの修正費用はどうなるの？


